長久手市避難勧告マニュアル

平成27年12月
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第１章　総則

１　はじめに

　長久手市は、これまでに、風水害において昭和34年の伊勢湾台風以降死者が発生する大きな被害は発生していないが、家屋被害等については近年も発生している。また、平成27年４月時点では土砂災害警戒区域が５箇所（うち土砂災害特別警戒区域が４箇所）、急傾斜地崩壊危険箇所が21箇所指定されており、土砂災害に対する注意が必要な地域がある。

　最近では、風水害による被害が全国各地で増加する傾向にあり、平成26年８月豪雨では、北陸、東海、近畿、中国、四国など日本の広範囲で豪雨が発生し、甚大な被害が出た。特に被害の大きかった広島市においては、住民に対する避難勧告が遅れたことなどから、土砂災害により74人もの死者が発生した。

　この災害では、あらためて避難勧告等（避難準備情報、避難勧告及び避難指示の総称）の発令のタイミングの難しさが浮き彫りになるとともに、避難勧告等を発令した場合の住民への伝達方法や、実際に避難勧告等の情報が伝わっても、住民が避難しないこと等が問題となった。

　適切な避難勧告等の発令により、住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、被害の拡大を防止することは、市町村の責務（災害対策基本法第５条）とされている。このため、市町村は、避難勧告等の発令・伝達に関し、緊急時に、どのような情報に基づき状況を判断し、どのような対象区域の住民に対して避難勧告等を発令するべきか等の判断基準についての指針を示したマニュアルを整備しておくことが必要である。

　こうした背景から、内閣府「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成26年９月）に基づき、長久手市における避難勧告等に関する情報の提供について「長久手市避難勧告マニュアル」を作成した。

　なお、「長久手市避難勧告マニュアル」は、今後の河川に関する情報収集、発信にかかわる体制の整備の進捗状況や、今後の緊急時における実際の避難行動等からの反省などに基づき、適宜見直していくものである。

２　市町村の責務

　災害対策基本法において、市町村は、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、実施する責務を有するとされており、この中で、市町村長は、災害が発生するおそれがある場合等において特に必要と認める地域の居住者等に対し、避難勧告・避難指示を発令する権限が付与されている。

　しかしながら、避難勧告・避難指示が発令されたとしても、立ち退きをしないことにより被害を受けるのは、本人自身であること等の理由により、避難勧告・避難指示には強制力は伴っていない。これは、一人ひとりの命を守る責任は行政にあるのではなく、最終的には個人にあるという考え方に立っているものである。

　したがって、市町村長の責務は、住民の生命、身体を保護するために、住民一人ひとりが避難行動をとる判断ができる知識と情報を提供することであり、住民は、これらの情報を参考に自らの判断で避難行動をとることとなる。

３　各人の避難行動について

　(1)各人の避難行動の原則

　自然災害に対しては、住民は、各人が自らの判断で避難行動をとることが原則である。

　市は、災害が発生する危険性が高まった場合に、起こりうる災害種別に対応した区域を示して避難勧告等を発令する。住民は、災害種別ごとに、自宅等が、立ち退き避難が必要な場所なのか、あるいは、上階への移動等で命の危険を脅かされる可能性がないのか、などについて、あらかじめ確認・認識する必要がある。

　水害、土砂災害は台風や前線による降雨により発生する場合が多い。まず各人は、気象庁から気象注意報が発表された段階で、強風や大雨で避難が必要となるレベルに達する可能性があるかどうか注意を払う必要がある。

　気象庁から各種警報、市町村から避難準備情報が発令された段階では、具体的に避難するかどうかを考え、立ち退き避難が必要と判断する場合は、その準備をする必要がある。特に要配慮者及びその支援に当たる方は、避難行動を早めに開始すべきである。なお、台風の場合、避難準備情報が発令された後、暴風雨となって、立ち退き避難が難しくなることも想定されることから、台風情報を確認し、早めの避難行動をとる心構えが必要である。

　さらに市町村から避難勧告が発令された場合、各人は速やかに、あらかじめ決めておいた避難行動をとる必要がある。

＜各人の避難行動に関する基本的な対応等＞

・激しい降雨時には、河川には近づかない。

・小さい川や側溝が勢いよく流れている場合は、その上を渡らない。

・大雨により、側溝や下水道の排水が十分にできず、浸水している場合は、マンホールや道路の側溝には近づかない。

・避難勧告が出されていなくても、「自らの身は自分で守る」という考え方の下に、身の危険を感じたら躊躇なく自主的に避難する。

・市は、住民の安全を考慮して、災害発生の可能性が少しでもある場合、避難勧告を発令することから、実際には災害が発生しない「空振り」となる可能性が非常に高くなる。避難した結果、何も起きなければ「幸運だった」という心構えが重要である。

・小河川等による浸水に対しては、避難勧告が発令されないことを前提として、浸水が発生してもあわてず、各自の判断で上階等への退避等を行う。

・小河川等による浸水に際し、浸水しているところを移動することは、むしろ危険な場合が多いことから、孤立したとしても基本的には移動しない。

・小河川等による浸水に際して、やむを得ず移動する場合は、浸水した水の濁りによる路面の見通し、流れる水の深さや勢いを見極めて判断する必要がある。

・小さな落石、湧き水の濁りや地鳴り・山鳴り等の土砂災害の前兆現象を発見した場合は、いち早く自主的に避難するとともに、市にすぐに連絡する。

・土砂災害危険区域等に居住していて、避難勧告が発令された時点で、既に大雨となっていて立ち退き避難が困難だと判断される場合は、屋内でも上階の谷側に退避する。

・避難勧告等が発令された後、逃げ遅れて、激しい雨が継続するなどして、あらかじめ決めておいた避難場所まで移動することが危険だと判断されるような場合は、近隣のより安全な場所や建物へ移動したり、それさえ危険な場合は、屋内に留まることも考える。

・台風の接近や大雨により、警報・特別警報が発表された場合は、その時点での避難勧告等の発令の状況を注視し、災害の危険性の有無を確認することが必要である。

・避難勧告の対象とする区域はあくまでも目安であり、その区域外であれば一切避難しなくても良いというものではなく、想定を上回る事象が発生することも考慮して、危険だと感じれば、自主的かつ速やかに避難行動をとる。

(2)避難行動の考え方

①避難の目的

　「避難行動」は、数分から数時間後に起こるかもしれない自然災害から「命を守るための行動」と定義する。

　命を守るという観点では、災害のどのような事象が命を脅かす危険性を持つことになるのかを認識し、避難行動をとるにあたっては、以下に掲げる事項をできる限り明確にする必要がある。

・災害種別ごとに脅威がある場所を特定すること

・それぞれの脅威に対して、どのような避難行動をとればよいかを明確にすること

・どのタイミングで避難行動をとることが望ましいかを明確にすること

②避難行動についての考え方の変化

　従来の避難行動は、避難勧告・避難指示の発令時に行う、小中学校の体育館や公民館といった公的な施設への避難が一般的であった。

　今後、避難勧告・避難指示の対象とする避難行動については、これまでの避難所と呼称されてきた場所に移動することのみではなく、以下の全ての行動を避難行動とする。

・指定避難場所への移動

・（自宅等から移動しての）安全な場所への移動（公園、親戚や友人の家等）

・近隣の高い建物等への移動

・建物内の安全な場所での退避

４　避難勧告等発令に関する基本的な事項

　市は、対象とする災害の発生が予想される場合、避難勧告等を発令し、対象区域において、立ち退きが必要な住民等と屋内安全確保が必要な住民等の両者にそれぞれの避難行動をとってもらうことを示す。避難勧告等は、災害種別ごとに避難行動が必要な地域を示して発令する。

　ただし、避難勧告等は、一定の範囲で発令せざるを得ない面があることから、対象地域内の個々の住民が避難行動が必要なのかどうか、あらかじめわかるようにしておく必要がある。避難勧告等の対象とする避難行動には、屋内安全確保も含めることにしているが、避難勧告等の発令基準の設定は、避難のための準備や移動に要する時間を考慮した、立ち退き避難が必要な場合を想定して設定する。

　本マニュアルでは、水害、土砂災害を対象とする。

　また、避難勧告等は３段階に分類し、発令時の状況及び立ち退き避難が必要な住民等に求める行動については、下表のとおりとする。

	区分
	発令時の状況
	住民がとるべき行動

	避難準備情報
	災害時要配慮者等、特に避難行動に時間を要する住民が避難行動を開始しなければならない段階である。
	・気象情報に注意を払い、立ち退き避難の必要について考える。

・立ち退き避難が必要と判断する場合は、その準備をする。

・（災害時）要配慮者は、立ち退き避難する。

	避難勧告
	通常の避難行動が可能な住民が避難行動を開始しなければならない段階である。
	・立ち退き避難する。

	避難指示
	前兆現象の発生や、現在の切迫した状況等から、人的被害の発生する危険性が非常に高まった状況・人的被害の発生した状況である。
	・避難勧告を行った地域のうち、立ち退き避難をしそびれた者が立ち退き避難する。

・土砂災害から、立ち退き避難をしそびれた者が屋内安全確保をする。


※（災害時）要配慮者：一般的用語として、「災害時要援護者」等の呼称を用いてきているが、平成25年６月の災害対策基本法の改正において、「高齢者、障害者、乳幼児その他の災害時特に配慮を要する者」が「要配慮者」として法律上定義されている（災害対策基本法第８条２項第15号）。

第２章　水害編

１　警戒すべき区域・場所

　水位周知河川である香流川の市内における観測点である※①「岩作観測点」の水位（目視により確認）の状況とその下流で避難判断水位等の観測可能な※②「猪子石観測点」の水位の状況をもとに、関係機関の助言を受け発令するものとする。

	
	それぞれの観測点における河川の水位については、国土交通省庄内川河川事務所のホームページにおいて見ることは可能

	①
	岩　作
観測点
	避難勧告等の判断に必要な、氾濫水位、避難判断水位、氾濫危険水位についての判断基準水位がなく、避難勧告等の判断は目視によらなければ判断できない。

	②
	猪子石
観測点
	避難勧告等の判断に必要な、氾濫水位、避難判断水位、氾濫危険水位についての判断基準水位が明示されており、避難勧告等の判断は判断基準水位に基づき実施可能


※

２　避難すべき地域

　避難すべき地域は、香流川の浸水想定区域であるが、現時点では、長久手市内においては、浸水想定区域の指定はない。

３　避難勧告等の発令の判断基準

(1)発令を判断するための基準

　本部長等は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立ち退きを勧告（避難勧告）し、緊急を要すると認めるときは避難のための立ち退きを指示（避難指示）する。

　また、避難勧告及び避難指示に先立ち、住民の避難準備と災害時要配慮者等の避難開始を促すため、避難準備情報を発表する。

　発令判断基準は、次のとおりとする。

　①香流川の岩作観測点の目視による水位の状況と②猪子石観測点の水位の状況を踏まえ、避難準備情報、避難勧告、避難指示をぞれぞれ発令する。

	区分
	水位周知河川（香流川）
	水位周知河川以外

	①
	岩作観測点における水位の状況を目視で確認
	

	②
	避難

準備

情報
	基準観測点の水位が、氾濫注意水位（警戒水位）を超え、１時間後の水位予測等から避難判断水位（特別警戒水位）に達すると予想され、かつ避難判断水位到達後も降雨が予測されるとき

・香流川（猪子石観測点）

　氾濫注意水位　1.10ｍ　
	・降雨状況及び近隣の雨量予測などから、浸水の可能性があると判断されるとき

・職員、自主防災組織、消防団などによる地域情報から、浸水の可能性があると判断されるとき

	
	避難

勧告
	基準観測点の水位が、避難判断水位（特別警戒水位）に到達し、かつ１時間後の水位予測等から氾濫危険水位に達する予想されるとき

・香流川（猪子石観測点）

　避難判断水位　1.70ｍ
	・降雨状況及び近隣の雨量予測などから、浸水の危険性が高いと判断されるとき

・職員、自主防災組織、消防団などによる地域情報から、浸水の危険性が高いと判断されるとき

	
	避難

指示
	基準観測点の水位が、氾濫危険水位（危険水位）に到達したとき

破堤や氾濫の危険性が非常に高いと判断されるとき

・香流川（猪子石観測点）

　氾濫危険水位　2.30ｍ
	・破堤や氾濫の危険性が非常に高いと判断されるとき

・職員、自主防災組織、消防団などによる地域情報から、破堤や氾濫の危険性が非常に高いと判断されるとき


　なお、水位周知河川以外の中小河川では、大雨時には河川の水位の変動が大きく、避難判断水位等を設定することは困難であり、避難勧告の発令よりも先に浸水がはじまることが想定される。そのため、住民や、事態の状況に応じて※①水平避難や②垂直避難などの自主避難に努めることを基本とする。

※　①水平避難：その場を立ち退いて近隣の安全を確保できる場所に一時的に避難する

こと。

②垂直避難：屋内の２階以上の安全を確保できる高さに移動すること。
(2)発令にあたって確認すべき情報

　避難勧告等の判断材料となる気象情報、雨量、河川水位などについては、情報機器による情報収集、県・名古屋地方気象台等との電話連絡による情報収集及び消防団などから地域情報を収集する。

●愛知県　川の防災情報（ホームページ）

　　・水防指令、水防警報、気象警報、土砂災害警戒情報などの確認

　　・河川水位及び水位予測の確認（香流川）

　　・雨量の確認（岩作）

●名古屋地方気象台からの情報（052-763-2449）

●国土交通省及び愛知県、川の防災情報

●名古屋地方気象台、愛知県、隣接市町等との電話連絡による情報収集

●水位周知河川以外の地域の状況確認

　水位周知河川以外の河川等の情報を可能な限り消防団や自治会等から収集する。

(3)避難勧告等の判断に関する関係機関の助言

　災害対策基本法の改正により、災害対策基本法第61条の２において、市長が避難勧告等の判断に際し、県知事等に助言を求めることができることとなった。これらの期間は、リアルタイムのデータを保有しており、地域における各種災害の専門的知見を有していることから、災害発生の危険性が高まった場合など、躊躇することなく助言を求めることは非常に有益である。

　水害において、助言を求めることのできる対象機関は以下のとおりである。

・名古屋地方気象台

・尾張建設事務所

４　避難勧告等の伝達内容

　避難勧告等において伝達すべき事項は次のとおりである。

①発令者

②発令日時

③避難情報の種類

④対象地域及び対象者

⑤避難場所

⑥避難の時期・時間

⑦避難すべき理由

⑧住民のとるべき行動や注意事項

⑨避難の経路または通行できない経路

⑩危険の度合い

避難勧告等の伝達文（例）

	区分
	伝達文（例）

	避難準備

情　　報
	■緊急放送、緊急放送、避難準備情報発令。

■こちらは、長久手市です。

■○○川の水位が避難判断水位に到達したため、○時○分に○○地域の○○地区に○○川に関する避難準備情報を発令しました。

■○○地域の○○地区の方は気象情報を注視し、心配な場合、危険だと思う場合は、迷わず避難してください。

■高齢の方、障害のある方、小さいお子さんをお連れの方などは、あらかじめ定めた避難場所へ避難してください。避難に助けが必要な方は、支援者と連絡を取り合うなどして避難してください。

	避難勧告
	■緊急放送、緊急放送、避難勧告発令。

■こちらは、長久手市です。

■○○川の水位が氾濫のおそれのある水位に到達したため、○時○分に○○地域の○○地区に○○川に関する避難勧告を発令しました。

■○○地域の○○地区の方、直ちに、あらかじめ定めた避難場所へ避難してください。外が危険な場合は、屋内の高いところに避難してください。


	区分
	伝達文（例）

	避難指示
	■緊急放送、緊急放送、避難指示発令。

■こちらは、長久手市です。

■○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため、○時○分に○○地域の○○地区に○○川に関する避難指示を発令しました。

■いまだ避難していない方は、直ちに避難してください。外が危険な場合は、屋内の高いところに避難してください。

■○○地区で堤防から水があふれだしました。現在、浸水により○○道は通行できない状況です。○○地区を避難中の方は大至急、最寄りの高層建物など、安全な場所に避難してください。

	共通事項

（上記に適宜追加する）
	■住居を離れる前に、消火が完全に行われているか確認してください。

■発災時の救援・救護活動の支障となりますので、自動車の使用は極力自粛してください。

■避難の際は、飲料水、非常食料、非常持ち出し品以外のものは携行しないでください。

■避難行動は、家族や隣近所の人と複数で行い、高齢者、傷病者など援護が必要な人には、手を差し伸べてください。

■皆さんの落ち着いた行動が何より重要です。デマなどに惑わされず、テレビ、ラジオ、市の広報などの正確な情報に耳を傾け、避難の際には、市、警察、消防などの職員の指示に従って、冷静沈着に行動してください。

■市では現在、一時避難場所での準備、避難所の開設に全力を尽くしていますが、不便な点が多々あるかも知れません。皆さんにはご協力のほどお願いします。



５　避難勧告の発令解除

　河川の水防警報、洪水予報が全て解除となり、河川の水位がピークを過ぎはん濫注意水位を下回り、気象状況などから水位が再上昇するおそれがなくなった場合に避難勧告等の発令を解除する。

　なお、現地の巡視・点検にあたっては、巡視者の安全確保に十分注意するとともに、夜間等の場合は翌朝に点検を行うなどの対応が必要である。

第３章　土砂災害編

　土砂災害とは、土石流、がけ崩れ、地すべりを発生原因として起こる災害のことである。

	土石流
	がけ崩れ
	地すべり

	山腹、川底の石や土砂が長雨や集中豪雨によって一気に下流へと押し流される現象。
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地中にしみ込んだ水分が土の抵抗力を弱め、雨や地震などの影響によって急激に斜面が崩れ落ちる現象
	[image: image3.jpg]


斜面の一部あるいは全部が地下水の影響と重力によってゆっくりと斜面下方に移動する現象

	●前兆現象

・山鳴りがする

・急に川の水が濁り、流木が混ざり始める

・腐った土の匂いがする

・降雨が続くのに川の水位が下がる

・立木が裂ける音や石がぶつかりあう音が聞こえる
	●前兆現象

・がけにひび割れができる

・小石がパラパラと落ちてくる

・がけから水が湧き出る

・湧き水が止まる・濁る

・地鳴りがする
	●前兆現象

・地面がひび割れ・陥没

・がけや斜面から水が噴き出す

・井戸や沢の水が濁る

・地鳴り・山鳴りがする

・樹木が傾く

・亀裂や段差が発生


　

１　警戒すべき区域・場所

　土砂災害防止における土砂災害警戒区域等で、長久手市内で指定されている箇所は以下のとおり。

	名称
	指定の区域
	土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
	土砂災害警戒区域
	土砂災害特別警戒区域

	岩廻間
	熊張岩廻間
	急傾斜地の崩壊
	○
	○

	色金
	岩作色金
	急傾斜地の崩壊
	○
	○

	三ヶ峯－１
	岩作三ヶ峯
	急傾斜地の崩壊
	○
	○

	根獄
	根嶽
	急傾斜地の崩壊
	○
	×

	根獄－３
	根嶽
	急傾斜地の崩壊
	○
	○


２　避難すべき地域

　

	地名
	対象地区（土砂災害危険個所単位）

	岩廻間
	熊張岩廻間

	色金
	岩作色金

	三ヶ峯―１
	岩作三ヶ峯

	根獄
	根嶽

	根獄－３
	根嶽


３　避難勧告等の発令の判断基準

(1)発令を判断するための基準

　　　ただし、いずれの場合も発令するに際し、関係機関の助言を受けるものとする。
①避難準備情報の判断基準

次のいずれかに該当する場合、避難準備情報の発令を判断する。

１：大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害警戒判定メッシュ情報で大雨警報の土壌雨量指数基準を超過した場合（気象庁による防災情報提供システムにおいて、「２時間以内の大雨警報の基準を超過」として表示された場合が、この基準に該当する。）

２：大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り替える可能性が言及されている場合。

３：強い降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近・通過することが予想される場合

②避難勧告の判断基準

　次のいずれかに該当する場合、避難勧告の発令を判断する。

１：土砂災害警戒情報が発表された場合

２：大雨警報（土砂災害）、かつ、土砂災害警戒メッシュ情報の予測値で土砂災害警戒情報の判定基準を超過し、更に降雨が継続する見込みである場合。（気象庁による防災情報提供システムにおいて、「２時間以内に土砂災害警戒情報の基準を超過」として表示された場合が、この基準に該当する）

３：大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的短時間大雨情報が発表された場合

４：土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り、渓流の水量の変化等）が発見された場合

③避難指示の判断基準

　次のいずれかに該当する場合、避難指示の発令を判断する。

１：土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害警戒情報を補足する情報で土砂災害警戒情報の基準を実況で超過した場合（気象庁による防災情報提供すステムにおいて、「実況で土砂災害警戒情報の基準を超過）として表示された場合が、この基準に該当する。

２：土砂災害警戒情報が発表されており、さらに記録的短時間大雨情報が発表された場合

３：土砂災害が発生した場合

４：山鳴り、流木の流出の発生が確認された場合

５：避難勧告等による立ち退き避難が十分でなく、再度、立ち退き避難を住民に促す必要がある場合。

(2)発令にあたって確認すべき情報

　避難勧告等の判断材料となる気象情報、雨量、河川水位などについては、情報機器による情報収集、県・名古屋地方気象台等との電話連絡による情報収集及び消防団などから地域情報を収集する。

●愛知県　川の防災情報（ホームページ）

　　・水防指令、水防警報、気象警報、土砂災害警戒情報などの確認

　　・雨量の確認（岩作）

●名古屋地方気象台からの情報（052-763-2449）

●国土交通省及び愛知県、川の防災情報

●名古屋地方気象台、愛知県、隣接市町等との電話連絡による情報収集

(3)避難勧告等の判断に関する関係機関の助言

災害対策基本法の改正により、災害対策基本法第61条の2において、市長が避難勧告等の判断に際し、県知事等に助言を求めることができることとなった。これらの期間は、リアルタイムのデータを保有しており、地域における各種災害の専門的知見を有していることから、災害発生の危険性が高まった場合など、躊躇することなく助言を求めることは非常に有益である。

　水害において、助言を求めることのできる対象機関は以下のとおりである。

・名古屋地方気象台

・尾張建設事務所

４　避難勧告等の伝達内容

　避難勧告等において伝達すべき事項は次のとおりである。

①発令者

②発令日時

③避難情報の種類

④対象地域及び対象者

⑤避難場所

⑥避難の時期・時間

⑦避難すべき理由

⑧住民のとるべき行動や注意事項

⑨避難の経路または通行できない経路

⑩危険の度合い

避難勧告等の伝達文（例）

	区分
	伝達文（例）

	避難準備

情　　報
	■緊急放送、緊急放送、避難準備情報発令。

■こちらは、長久手市です。

■○時○分に長久手市に大雨警報が発表されました。土砂災害の危険性が高くなることが予想されるため、○時○分に○○地域の○○地区の土砂災害警戒区域等に土砂災害に関する避難準備情報を発令しました。

■○○地域の○○地区の土砂災害警戒区域等にお住まいの方は気象情報を注視し、心配な場合、危険だと思う場合は、迷わず避難してください。

■高齢の方、障害のある方、小さいお子さんをお連れの方などは、あらかじめ定めた避難場所へ避難してください。避難に助けが必要な方は、支援者と連絡を取り合うなどして避難してください。

	避難勧告
	■緊急放送、緊急放送、避難勧告発令。

■こちらは、長久手市です。

■○時○分に長久手市に土砂災害警戒情報が発表されました。土砂災害の危険性が極めて高まっているため、○時○分に○○地域の○○地区の土砂災害警戒区域等に土砂災害に関する避難勧告を発令しました。

■○○地域の○○地区の土砂災害警戒区域等にお住まいの方は、直ちにあらかじめ定めた避難場所へ避難してください。

■急斜面の付近や河川沿いにいる方は、急斜面や河川等から離れたなるべく頑強な建物等へ避難してください。

■○○道路は雨量規制のため通行できませんのでご注意ください。

	避難指示
	■緊急放送、緊急放送、避難指示発令。

■こちらは、長久手市です。

■○○地区で土砂災害の発生（または、前兆現象）が確認されました。土砂災害の危険性が極めて高まっているため、○時○分に○○地域の○○地区に土砂災害に関する避難指示を発令しました。

■いまだ避難していない方は、最寄りの頑強な建物等へ直ちに避難してください。外が危険な場合は、屋内の谷川の高いところに避難してください。




	区分
	伝達文（例）

	共通事項

（上記に適宜追加する）
	■住居を離れる前に、消火が完全に行われているか確認してください。

■発災時の救援・救護活動の支障となりますので、自動車の使用は極力自粛してください。

■避難の際は、飲料水、非常食料、非常持ち出し品以外のものは携行しないでください。

■避難行動は、家族や隣近所の人と複数で行い、高齢者、傷病者など援護が必要な人には、手を差し伸べてください。

■皆さんの落ち着いた行動が何より重要です。デマなどに惑わされず、テレビ、ラジオ、市の広報などの正確な情報に耳を傾け、避難の際には、市、警察、消防などの職員の指示に従って、冷静沈着に行動してください。

■市では現在、一時避難場所での準備、避難所の開設に全力を尽くしていますが、不便な点が多々あるかも知れません。皆さんにはご協力のほどお願いします。



５　避難勧告の発令解除

　

　土砂災害警戒情報の解除あるいは、名古屋地方気象台が大雨・洪水を解除した場合で、災害発生のおそれが無くなったと判断された場合に避難勧告等を解除する。

　土砂災害が発生した場合には、状況を確認しつつ、慎重に解除の判断を行うこととする。

　なお、現地の巡視・点検にあたっては、巡視者の安全確保に十分注意するとともに、夜間等の場合は翌朝に点検を行うなどの対応が必要である。

　土砂災害が発生した箇所については、その後の災害発生の恐れがないことを現地で確認する必要がある。また、避難住民が避難所から帰宅する際の道路状況等についても安全性を点検・確認したうえで、避難勧告等の解除を行う。

第４章　避難勧告等の伝達

１　避難勧告等の伝達手段

	手段
	市民への伝達

	防災行政無線
	避難勧告及び避難指示等は、必ず緊急放送により行う。

	デジタル同報無線
システム
	避難勧告及び避難指示等は、必ず緊急放送により行う。

	長久手市ホームページ
	トップページに掲載する。

	長久手市安心メール
	事前登録者に一斉配信することにより周知

	エリアメール等
	ドコモ・ＡＵ・ソフトバンク加入者（一部機種除く）

	広報車
	地域住民に対して車両により広報

	ひまわりネットワーク
	テレビにより住民に周知

	尾張東部放送
	ラジオにより住民に周知

	消防署
	地域住民に対して車両にて広報

	電話・ＦＡＸ等
	対象地域の自治会連合会長等、自主防災会長

→地域住民に伝達

	警察・自衛隊

（避難指示の場合に限る）
	地域住民への避難指示・誘導


２　県等への報告

　災害報告は県に対して行う。原則として、発生後30分以内で可能な限り早く、わかる範囲で報告する。

　通信の不通等により県に報告できない場合及び緊急報告を要する場合、消防庁応急対策室に対して直接災害情報を報告する。ただし、その場合にも市は県との連絡確保に努め、連絡が取れるようになった後は県に対して報告する。


長久手市避難勧告マニュアル

長久手市くらし文化部安心安全課

平成２７年１２月



